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1．はじめに

　資源を有する開発途上国では，多国籍企業により資源開発が

行われ，その際，それらの企業によって CSR (Corporate Social 

Responsibility) 1 が実施されることが多い。アフリカ最大の石油産

出国であるナイジェリア連邦共和国 ( 以下，ナイジェリア ) にお

いても，石油開発地域であるナイジャー・デルタ地域 2 (Fig. 1) 

において，多くの CSR が実施されてきた。このため，本研究で

は多くの CSR が実施されているナイジェリアを対象として CSR
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について検討した。ナイジェリアの概要を次に示す。

　ナイジェリアは，石油生産量がアフリカで最大，世界でも 12

位 (2018 年 ) 1) であるが，一人当たり GNI は 1,960US$ と低く 

(2018 年 ) ，世界銀行が定める貧困ラインの 1 日 1.9US$ 以下で

生活する人々の割合は約 40％ (2018 年 ) に達し 2) ，ジニ係数は

43.0 (2009 年 ) の格差の大きな国である 3) 。

　ナイジェリアでは，1936 年に欧米の石油開発企業が共同出資

した現地法人により石油探査が行われ，1956 年に現在のバイエ

ルサ州において商業生産可能な油田が発見され，1958 年には石

Since multi-national oil development companies (herein after referred to as “companies”) employ significant 
CSR in the Federal Republic of Nigeria (herein after referred to as “Nigeria”), CSR in Nigeria is examined in this 
study. 

CSR has changed from only pursuing a “corporate objective”, which aims to achieve companies’ stable 
operations, to emphasizing a “development objective” through which the “corporate objective” could still be 
achieved. 

However, it has been suggested that the “development objective” oriented CSR has not always been effective 
because companies had a tendency to emphasize the “corporate objective”, and the “development objective” 
was often incompatible with the “corporate objective”. Also, it has been suggested that government failure in its 
community development increased the people’s expectation of companies to provide community development and 
that community development by CSR might ease the pressure on the government to undertake a developmental 
role. This study examines these points and the results are as follows. 

Since some CSR cases were found to have achieved both the “development objective” and the “corporate 
objective” simultaneously, it is possible that these objectives can be achieved in concert. 

Many of the people who expected community development by companies responded that companies had 
a responsibility to pay compensation for oil extraction from the Niger Delta/Nigeria, some responded that 
companies had social responsibility, and a few responded that companies may have been able to provide effective 
community development for their CSR. Furthermore, it has been inferred that companies were expected to pay 
compensation even though they payed taxes to the government, because the government provided only limited 
community development using these tax receipts.

Thus, it appears that, expectation of compensation for oil extraction by companies and their social 
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increase the people’s expectation of companies to provide community development and ease the pressure on the 
government.
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資源を産出する開発途上国において
CSRがもたらす影響の検討 *

–ナイジェリア連邦共和国における石油開発企業によるCSRの事例から –

The Effects of CSR in Resource-rich, Developing Countries
– A Case Study of CSR of Oil Development Companies in the Federal Republic of Nigeria –

1  CSR：本稿では，CSR を企業がその社会的責任に関連して実施するプロ
ジェクトを含め，広く企業の社会的責任を指すこととする。CSR の定義
については，「2・1CSR の定義」において詳述する。

2  ナイジャー・デルタ地域：地理的にはニジェール川により形成された扇状
地を指す一方，行政的にはナイジャー・デルタ開発委員会 (Niger Delta 
Development Commission: ( 以下 NDDC)) の構成州である，アビア，アクワ・
イボム，バイエルサ，クロスリバー，デルタ，エド，イモ，オンド，リバー
ズの 9 州を指す。本稿では，これら 9 州をナイジャー・デルタ地域とする。

Vol.136, No.12, 2020

BY    NC    ND
Journal of MMIJ



160
© 2020 The Mining and Materials Processing Institute of Japan http://doi.org/10.2473/journalofmmij.136.159

坂田章吉

油の輸出が開始された 4) 。現在，ナイジェリアでは，主に同国

南部のナイジャー・デルタ地域において，多くの欧米資本の石

油開発企業がナイジェリア国営石油会社と共同企業体を結成し，

石油開発を行っている。このように石油開発が進む一方，ナイ

ジャー・デルタでは地域開発が遅れ，住民の多くは安全な飲料水

や電気が制限される生活を余儀なくされ，また，石油採掘に伴う

環境汚染により，農業，漁業等の生計の手段を失い，生活に困窮

した住民と政府及び石油開発企業との間で絶えず紛争が生じてい

る 5) 。

　ナイジェリアで行われる CSR は，当初は石油開発企業が石油

開発に関する住民の協力や紛争の抑制等を通じて，安定操業とい

う企業目的の達成を目指す，物品の供与や施設建設を中心とする

ものが多かった。しかしながら，このような CSR では，多額の

支出を伴うにも関わらず，石油開発に関する住民の協力や紛争の

低減等の成果を得ることができなかった 6, 7) 。また，社会におけ

る企業の役割が増大するに従い，企業に対する行動規範の強化，

社会や環境に対する影響及びローカルコミュニティに対する配慮

への要求が高まってきた。このような背景から，物品や施設を供

与する「企業目的中心」の CSR から，人材育成，マイクロクレ

ジットによる小規模起業家支援，学校，保健施設等の住民の生活

により密着した施設の建設等による地域開発を通じて，企業目的

の達成を目指す「開発目的中心」の CSR に変化してきた 6-11) 。

　しかしながら，ナイジェリアにおいて石油開発企業によって行

われる，このような開発目的中心の CSR についても，実際には

開発が進まず，また，企業と住民との関係は改善されず，中には

反対に紛争を引き起こす事例も見られ，これらの CSR の効果に

疑問が持たれるようになってきた 8, 12, 13) 。

　地域開発を通じて企業目的の達成を目指す CSR において，地

域開発が成功しない主要な理由として，企業は利益の最大化を優

先させる傾向にあり，開発目的と企業目的とは両立しない場合が

多いことが指摘されている 8) 。また，政府による地域開発が実

施されない場合，住民の石油開発企業への期待，依存が高まり，

石油開発企業の CSR による地域開発により，政府への地域開発

に対する圧力が低減される可能性も指摘されている 8) 。

　そこで，本稿では，石油開発企業による多くの CSR が実施さ

れてきたナイジェリアのナイジャー・デルタ地域における CSR

を対象事例として，開発目的と企業目的の達成状況を調べ，開発

目的と企業目的は両立するのかどうかについて検討する。また，

ナイジェリアの住民に対して実施した聞き取り調査により，ナイ

ジャー・デルタ地域とそれ以外の地域における，地域開発に対す

る政府への期待度と企業への期待度の比較及びそれぞれの機関が

期待される理由から，CSR による地域開発が石油開発企業への

期待を高め，地域開発に対する政府への圧力の低減に影響してい

るかどうかについても検討する。

　以下，2．CSR に関する既往研究のレビュー，3．調査方法，

4．ナイジャー・デルタ地域における CSR の事例及びその特徴，

5．地域開発 ( インフラ建設 ) に関する住民の石油開発企業への

期待度と政府への期待度の比較，6．考察，7．まとめの順に述

べる。

2．CSR に関する既往研究のレビュー

2・1　CSR の定義

　CSR は，企業の責任から企業の倫理的行動や企業が活動する

コミュニティにおける慈善的意思表示までの多様な内容を含むた

め，合意を得た定義は存在しないとする見解も見られる 14, 15) 。

　このような中で，持続可能な開発のための世界経済人会議 3

は，1998 年に，CSR を「企業が，従業員，その家族，地域コ

ミュニティや社会と協力し，それらの人々の生活の質を最大限

改善するために，持続的な経済開発に寄与するというコミット

メントである」と定義した 16, 17) 。また，2010 年に制定された

CSR に関する ISO26000 では，社会的責任 (social responsibility) は

「組織の決定及び活動が社会及び環境に及ぼす影響に対して，次

のような透明かつ倫理的な行動を通じて組織が行う責任：健康及

3  持続可能な開発のための世界経済人会議 (The World Business Council for 
Sustainable Development: WBCSD) ：持続的な開発にビジネスの視点を取
り入れるために，1992 年の地球サミットに向けて，1991 年に世界の代表
的な CEO48 人が集まり発足し，その後拡大し，現在は約 200 社の CEO
から構成される。ミッションは「より持続性の高いビジネスを成功させ
ることにより，持続可能な世界への移行を促進すること」とされる。

Fig.1　 The Niger Delta and study area.
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び社会の繁栄を含む持続的な開発への貢献，ステークホルダー

の期待への配慮，関連法令の遵守及び国際行動規範の尊重，組

織全体に取り入れられ，組織の関係の中で実践される行動」と

定義された 18, 19) 。

　この 2 つの定義には，「持続的経済開発に寄与」及び「持続的

な開発への貢献」が含まれており，両定義において，持続的な開

発が求められており，近年の CSR の動向と一致する。

2・2　CSR の歴史的背景

　1890 年代から，米国では大量生産や大量消費の生活様式が確

立され，それと共に巨大化した企業は「近代社会の支配的な機関 

(the dominant institution of the modern world) 」となり，株主ばかり

か社会全体の利害にも責任を帯びているとされ，企業は積極的に

社会的責任を果たすべきであるという考えが生じた 20, 21) 。1970

年代になると，技術革新とグローバリゼーションが進展し，「企

業の社会的責任論」が強まり 20) ，社会の改善及び社会福祉につ

いて企業も責任を有するという考え方が広がった 22) 。1990 年代

以降は，環境破壊，人権，貧困，紛争，差別など様々な問題に

対して，企業の責任と積極的な対応が求められるようになって

いる 23) 。

　上記の歴史的流れの中で，CSR に関しては，株主理論 

(Stockholder’s theory) と関係者理論 (Stakeholder’s theory) の対立す

る 2 つの考え方が示された。それらの概要について，次に示す。

①株主理論 (Stockholder’s theory) 
　 　株主理論は，ノーベル経済学賞を受賞した経済学者の M. 

Friedman により，1960 年代に提唱された。CSR のような慈善

事業は市場を歪めるだけではなく，株主の利益を奪うものであ

り，「市場経済において企業が負うべき社会的責任は，公正か

つ自由でオープンな競争を行うというルールを守り，資源を有

効活用して利潤追求のための事業活動に専念すること」とする

考え方である 24, 25) 。

　 　この考えに同調し，CSR は企業の利益に害をもたらすだけで

はなく，企業の基本的な役割である企業活動を弱めることにな

り，人々を貧しくする可能性すらあるとの指摘もなされた 26) 。

②関係者理論 (Stakeholder’s theory) 
　 　関係者理論は，米国のワシントン大学の T. M. Jones 及び

バージニア大学の R. E. Freeman 等によって，1980 年代に提唱

された考え方である。企業は，株主，従業員及び法に対してだ

けはなく，社会 ( を構成するグループ ) に対して責任を有する

という考えである 27, 28) 。

　このような異なる 2 つ見解がある中で，2000 年代には M. 

Friedman の株主理論は単純であり，実際には社会，環境問題に関

心を持ち，利益をそれらの解決に活用することを希望する株主も

いること 29) ，更には社会，環境問題への対応及び地域開発に関す

る開発目的と利益の最大化に関する企業目的の両方を目指す CSR

も存在するとされ，そのような CSR を「戦略的 CSR (Strategic 

CSR) 」として分類する考え方も示された 19, 29, 30) 。

2・3　CSR の目的の変化と成果

　CSR は，当初は，直接的に企業利益の最大化を目指す企業目

的のために実施された。具体的には，①企業の競争力の獲得 ( 政

府及び政府関係者の企業に対する印象の向上 ) ，②企業の安定

的な操業の維持 ( 住民の企業への反対行動の抑制 ) ，③企業に対

する外部からの理解の強化 ( 社会の企業に対する評判の改善 ) ， 

④従業員の満足度の維持 ( 従業員のインセンティブの向上 ) 等の

企業利益が動機となっているとされる 8) 。

　当初の企業目的中心の CSR では，計画段階においてはコミュ

ニティの意向を取り入れる等のコミュニティとの協議は行われ

ず，内容は企業によって決定され，実施段階においてもコミュニ

ティの関与はほとんどなく，石油開発企業自身もしくは委託を受

けた企業により実施されることが多かった。CSR の内容として

は，物品の供与や施設建設を中心とするものであった。このよう

な CSR の多くはコミュニティの意向を確認せずに決定されたた

めに，必ずしもコミュニティに取って必要性の高いものではな

く，また，実施段階においてもコミュニティが関与しないことか

ら，例えば，施設が故障した場合も修理されずに放置され，使用

されないことが多かった。一方で，「2・2　CSR の歴史的背景」

に示すように，社会における企業の役割が増大する中で，企業に

対して，社会的責任を求める動きも強まってきた。

　このような背景の下，CSR は，企業利益中心から，地域が必

要とする地域開発を行うことを通して企業目的の達成を目指す

CSR に次第に変化してきた 6, 7) 。

　しかしながら，このような地域開発を目指す CSR についても，

CSR により整備された施設や制度が活用されない事例が少なか

らず見られ 12) ，それらの成果については疑問が投げかけられ，

具体的には CSR の成果に関して，「CSR は時間の無駄」，「CSR

は人々の感覚を管理し，内外の人々の自己満足を満たすもの」，

「CSR は開発プロジェクトによって，人々の注意をそらすもの」

であるとして，CSR の効果を否定する企業関係者の厳しい見解

も紹介されている 8) 。

　Frynas (2005) 8) は，CSR が成功しない主要な理由として，企業

は企業目的の達成に重点を置く傾向があり，開発目的と企業目

的とは両立しないことを挙げている。また，この他の理由とし

て，① (CSR を実施する石油開発企業は ) それぞれの国，地域の

特徴を把握していないこと，②受益者を計画，実施に取り込んで

いないこと ( による必要性の低い施設，制度の計画，整備，住民

の依存体質の醸成 ) ，③ ( 石油開発企業における ) 開発人材の不

足，④ CSR を実施する石油開発企業の職員の専門性の問題，⑤

CSR と地域全体の開発計画との調整に関する問題等の CSR の実

施方法に関する問題を挙げている。なお，上記①～⑤の括弧内

は，Frynas (2005) 8) の説明に筆者が加筆したものである。

　また，地域開発は，本来，政府の役割であるにもかかわらず，

政府が地域開発を実施しない場合，住民は政府ではなく石油開発

企業に期待するようになり，コミュニティの石油開発企業に対す

る依存度が高まり，CSR により地域開発が実施されると，地域

開発に対する政府への圧力が低減される可能性があることを指摘

している。

3．調査方法

3・1　ナイジャー・デルタ地域における CSR の事例及びその特

徴に関する調査方法

　ナイジャー・デルタ地域の CSR について，その内容及び成果

が記載されている以下の 4 編の既往文献を中心に 9 件の CSR に

関する情報を収集し，それぞれの開発目的及び企業目的の達成状

況について整理し，検討を行った。

　開発目的に対する成果については，同地域においては CSR で

整備された施設及び制度が活用されず，住民の利便性の向上，地

域への貢献が見られない事例が少なからず存在することから，

「施設・制度の活用度，利便性の向上，地域への貢献」から確認，

検討した。企業目的に対する成果については，ナイジャー・デル

タ地域においてはコミュニティの石油開発企業への反発から発生

する紛争及び妨害による石油生産の中断が石油開発企業の収益に

大きく影響するため，「石油開発企業と住民との関係，紛争の有

無」から確認，検討した。

[CSR について調査を行った主要な既往文献 ]

　①  U. Idemudia 2009 “Oil Extraction and Poverty Reduction in the 
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Niger Delta: A Critical Examination of Partnership Initiatives”6) 

　②  J. G. Frynas 2005 “The false developmental promise of Corporate 

Social Responsility: evidence from multinational oil companies”8) 

　③  K. K. Aaron and J. M. Patrick 2013 “Corporate social responsibility 

patterns and conflicts in Nigeria’s oil-rich region”14) 

　④  W. D. Knight, N. C. Alagoa and D. V. Kemedi 2000 “Akassa: A 

New Approach to the Problems of Niger Delta”31) 

3・2　CSR に関する住民の期待とその特徴に関する調査方法

　2019 年 3 月 10 日～ 21 日の間，ナイジェリアにおいて現地調

査を実施した。なお，石油開発が行われているナイジャー・デル

タ地域は，外務省の安全情報による危険度レベル 4 が「渡航を止

めて下さい ( 渡航禁止勧告 ) 」のレベル 3 とされ，日本人は立ち

入ることができないことから，ナイジャー・デルタ地域に比較的

近いエボニ州の都市アバカリキと首都アブジャにおいて，2019

年 3 月 17 日～ 19 日の間に住民からの聞き取り調査を実施した 

(Fig. 1) 。

　聞き取り調査では，地域開発という言葉はやや難解なことか

ら，地域開発において整備することが多いインフラストラク

チャー ( 以下，インフラ ) の代表として，「学校，病院，給水施

設」という具体的な施設名を使用し，質問内容を「学校，病院，

給水施設について，①『政府』が建設することを期待するのか，

②『政府及び石油開発企業の両者』が建設することを期待するの

か，③『石油開発企業』が建設することを期待するのか」とし，

ナイジャー・デルタ地域とそれ以外の地域について質問した。

　聞き取り調査は，事前に準備した上記内容を記載した質問表に

従い質問を行い，回答を筆者が記載し，その過程で住民から回答

理由等の関連情報を併せて聞き取る半構造化調査により実施した。

　調査数 ( 標本数 ) は，アバカリキにおいて 25 人，アブジャに

おいて 18 人の合計 43 人である。なお，聞き取り調査を実施した

アバカリキの属するエボニ州の人口は 288 万人，アブジャの属す 

る連邦首都地区の人口は 356 万人である (2016 年推定値 ) 。聞き

取り調査では，地域開発が期待される機関として，「政府」，「政

府及び石油開発企業の両者」，「石油開発企業」の 3 つの選択肢か

ら 1 つが選択される。本調査の研究対象である CSR の実施機関

の「石油開発企業」を含む「石油開発企業」及び「政府及び石油

開発企業の両者」に対する期待の割合を，アバカリキ，アブジャ

共にナイジャー・デルタ地域で 75%，ナイジャー・デルタ以外

の地域で 40% と仮定し，有意水準 5%，検出力 80% の条件で必

要調査数を試算すると，それぞれ約 30 人となる。一方，開発途

上国における国際協力の評価調査 ( 教育分野の事例 ) では 1 群の

調査数を最低でも 25 ～ 30 とする慣行があるとされ 33) ，また，

開発途上国一般を対象に評価調査を実施している JICA5 において

は，実務上，全体の調査数を最低 100 としている事例が見られ，

その調査の中で 3 ～ 4 群が想定されていると考えると 1 群当たり

の最低調査数は 25 ～ 33 となる 34) 。本調査では，開発途上国の

中でも治安状況の厳しいナイジェリアにおける短期間の調査で

あったことから，調査数は上記試算，評価調査の慣行及び JICA

の事例と比較するとやや少ない調査数となった。また，調査実施

場所は，滞在先のロビー及び滞在先周辺に限定され 6，女性の回

答協力者は 8 人である。このように，聞き取り調査における調査

数及び抽出方法に課題を有することについて，調査結果の分析を

行う際には留意する必要がある。

4．ナイジャー・デルタ地域における CSR の事例及びその特徴

　ナイジャー・デルタにおいて多くの CSR が実施されているバ

イエルサ州，リバーズ州，アクワ・イボム州において，オガバラ

ンドプロジェクト，オゴニプロジェクト，ウムエチェムプロジェ

クト，アカサプロジェクト，イボムライスプロジェクト，アク

ワ・イボム小規模起業家育成プロジェクト，アクワ・イボム総

合プロジェクト，東オボロプロジェクト，バイエルサ道路プロ

ジェクトの 9 件の CSR プロジェクトについて調査を行った。こ

れら 9 プロジェクの内，イボムライスプロジェクト，アクワ・イ

ボム小規模起業家育成プロジェクト，アクワ・イボム総合プロ

ジェクトの 3 プロジェクトについては，同一の石油開発企業によ

り，ほぼ同時期にアクワ・イボム州において実施されたプロジェ

クトであり，また，いずれも Idemudia (2009) に掲載されるもの

の，プロジェクトの内容及び成果が異なることから個別に記載す

る。なお，プロジェクトの名称は，地名やプロジェクトの特徴，

キーワードから筆者が仮に名付けたものである。各 CSR の詳細

を Table 1 に示すと共に，開発目的及び企業目的の成果と計画・

実施段階の特徴の概要を次に示す。

4・1　オガバランドプロジェクト ( リバーズ州オガバランド ( オ
ボギ，オボブル，オモク，オブリコム ) ) (1970 年代～ 1980 年代

初め ) 
(1)  プロジェクトの内容：インフラ整備 ( 電力施設，給水施設，

保健施設，道路 ) ，奨学金制度

(2) 成果

　  a.  開発目的：電力施設及び給水施設は，政府により建設され

た施設よりも故障が少なく，良く活用されている。奨学金

も活用されている。

　  b.  企業目的：1993 年のオボブルにおける企業への更なる雇用

及び奨学金を要求する若者による企業への襲撃，2000 年の

オガバランドの広い範囲における電気料金の支払いを巡る

妨害行為が発生したものの，両紛争共，話し合いにより短

期間に解決されており，概ね，企業とコミュニティは良好

な関係を維持している。

(3)  計画・実施時の特徴：ホストコミュニティの指導者を通して，

コミュニティの要望を取り入れた。コミュニティの若者グ

ループは，開発事業に従事すると共に，プロジェクトのモニ

タリングを行い，進捗状況 ( 遅延 ) についても報告した。

4・2　オゴニプロジェクト ( リバーズ州オゴニ ( ボド ) ) (1990
年～ ) 
(1) プロジェクト内容：インフラ整備 ( 給水施設 ) ，奨学金制度

(2) 成果

　  a.  開発目的：奨学金は，一定期間は貸与されたが，その後休

止している。給水施設は，粗悪な材料で建設されたため，

住民に活用されることはなかった。

　  b.  企業目的：上記の通り，給水施設は建設されたものの，利

用することができず，石油開発企業と住民との関係改善の

記録はない。オゴニ人は環境汚染の防止及び石油資源の管

理権等のオゴニ人の権利を求める「オゴニ生存運動」を政

府及び石油開発企業に対して展開したが，1993 年には，政

府は同運動を取り締まり，運動を主導した 9 人を処刑した。

コミュニティ及び世論の批判から石油生産は休止すること

となった。

4  外務省の安全情報による危険度レベル：レベル 1「十分注意して下さい。」，
レベル 2「不要不急の渡航は止めて下さい。」，レベル 3「渡航は止めて下
さい。 ( 渡航中止勧告 ) 」，レベル 4「退避して下さい。渡航は止めて下
さい。 ( 退避勧告 ) 」の 4 段階に分けられ，ナイジャリアのナイジャー・
デルタは危険度 3 である。外務省海外安全ホームページ 32)

5  JICA (Japan International Cooperation Agency) ：独立行政法人国際協力機構
6  アバカリキの調査実施個所：La-Palm Royal Resort 及びその周辺，1, 

Osborn Avenue, Off Kpirikpiri Road, Mile 50 Abakaliki, Eboni. アブジャの調
査実施個所：Check Inn Hotel 及びその周辺，No.37, Durban Street, Off 
Ademola Adetokunbo Crescent, Wuse 2, 234002, Abuja
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資源を産出する開発途上国においてCSR がもたらす影響の検討

Ta
bl

e 
1　

 R
es

ul
ts

 a
nd

 c
ha

ra
ct

er
is

ti
cs

 o
f 

C
S

R
 in

 th
e 

N
ig

er
 D

el
ta

.

番
号

名
称
＊

場
所

時
期

内
容

成
果

計
画
・
実
施
時
の
特
徴

( 住
民
の
関
与
等

)
文
献

1
オ
ガ
バ
ラ
ン
ド

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

リ
バ

ー
ズ

州
オ

ガ
バ

ラ

ン
ド

( オ
ボ

ギ
，

オ
ボ

ブ
ル
，

オ
モ

ク
，

オ
ブ

リ
コ
ム

)

19
70

年
代
～

19
80

年
代
初

め

( 1
)   イ

ン
フ

ラ
整

備
( 電

力
施

設
，

給
水

施

設
，
保
健
施
設
，
道
路

)
( 2

)  奨
学
金
制
度

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 電
力
施
設
及
び
給
水
施
設
は
，
政
府
に
よ
り
建
設
さ
れ
た
施
設
よ
り
も
故
障
が
少
な
く
，
住
民
の
活
用
度
は
高
い
。

　
・

 ホ
ス

ト
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

高
校

生
，

大
学

生
の

た
め

に
奨

学
金

が
支

給
さ

れ
，

地
域

の
子

供
の

教
育

に
貢

献
し

た
。

地
域

全
体

で
，

高
校

に

関
し
て
年
間

20
-8

0
人
に
奨
学
金
が
支
給
さ
れ
た
。
国
内
外
の
大
学
院
で
学
ぶ
た
め
の
奨
学
金
も
支
給
さ
れ
た
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 紛
争
は
ほ
と
ん
ど
見
ら
な
か
っ
た
。
な
お
，

19
93

年
に
オ
ボ
ブ
ル
に
お
い
て
更
な
る
雇
用
や
奨
学
金
を
要
求
す
る
若
者
に
よ
る
企
業
の
襲
撃
，

20
00

年
に

オ
ガ

バ
ラ

ン
ド

の
広

い
範

囲
に

お
い

て
石

油
開

発
企

業
に

電
気

代
の

支
払

い
を

求
め
，

石
油

施
設

の
稼

働
が

1
日

停
止

す
る

妨
害

行
為
が
発
生
し
た
が
，
両
紛
争
共
話
し
合
い
に
よ
り
短
期
間
に
解
決
し
て
い
る
。

[ そ
の
他

]
　
・

 石
油
開
発
企
業
は
，
現
地
の
人
々
を
一
般
ス
タ
ッ
フ
の
他
に
，
数
名
で
は
あ
る
が
管
理
職
に
登
用
し
て
い
る
。

　
・

 地
域
開
発
の
た
め
に
他
の
企
業
と
契
約
を
行
う
際
は
，
地
元
の
企
業
と
契
約
を
行
う
よ
う
な
配
慮
が
行
わ
れ
た

。

・
 石

油
開

発
企

業
は
，

ホ
ス

ト
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

エ
リ

ー
ト

( 指
導

者
) を

通
じ
て
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
要
望
を
取
り
入
れ
た
。

・
 コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

若
者

グ
ル

ー
プ

が
，

石
油

開
発

企
業

が
行

う
地

域
開

発

に
従

事
す

る
と

共
に
，

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
い
，

進
捗

状
況
を
報
告
し
た
。

A
ar

on
 a

nd
 P

at
ric

k 
20

13
, p

p.
34

9-
35

3

2
オ
ゴ
ニ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

リ
バ

ー
ズ

州
オ

ゴ
ニ

( ボ
ド

)
19

90
年
～

( 1
)  イ

ン
フ
ラ
整
備

( 給
水

施
設

)
( 2

)  奨
学
金
制
度

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 奨
学

金
は
，

一
定

期
間

は
貸

与
さ

れ
た

が
，

そ
の

後
休

止
し

て
い

る
。

給
水

施
設

は
粗

悪
な

材
料

に
よ

り
建

設
さ

れ
た

た
め
，

施
設

は
活

用

さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 水
道

施
設

は
建

設
さ

れ
た

も
の

の
，

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
こ

と
か

ら
，

企
業

目
的

も
果

た
す

こ
と

は
で

き
な

か
っ

た
。

オ
ゴ

ニ

人
は

環
境

汚
染

の
防

止
及

び
石

油
資

源
の

管
理

権
等

の
オ

ゴ
ニ

人
の

権
利

を
求

め
る
「

オ
ゴ

ニ
生

存
運

動
」

を
政

府
及

び
石

油
企

業
に

対
し

て
展

開
し

た
が
，

19
93

年
に
，

政
府

は
同

運
動

を
取

り
締

ま
り
，

主
導

し
た

9
人

を
処

刑
し

た
。

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

及
び

世
論

の
批

判
か

ら
石

油
生
産
は
休
止
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

[ そ
の
他

]
　
・

 地
域
の
人
々
を
雇
用
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

・
 こ

の
時

期
に

実
施

さ
れ

た
C

S
R
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

多
く

で
は
，

計
画
，

実
施

段
階

に
お

け
る

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
関

与
は

な
く

,コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

は

自
身

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
な

く
，

石
油

企
業

に
よ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

あ
る
と
認
識
し
て
い
た
。

・
 水

道
施

設
建

設
は

地
元

の
オ

ゴ
ニ

人
が

経
営

す
る

企
業

が
請

け
負

っ
た

が
，

品
質

の
悪

い
資

材
を

用
い

て
建

設
さ

れ
た
。

水
道

施
設

建
設

を
実

施

し
た

企
業

は
，

オ
ゴ

ニ
生

存
運

動
に

関
す

る
事

件
の

検
察

側
証

人
で

あ
っ

た
と
さ
れ
る
。

A
ar

on
 a

nd
 P

at
ric

k 
20

13
, p

p.
34

7-
34

8,
 

35
1

Id
em

ud
ia

 2
00

9,
 

p.
10

7

3
ウ
ム
エ
チ
ェ
ム

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

リ
バ

ー
ズ

州
ウ

ム
エ

チ
ェ
ム

19
90

年
～

( 1
)   イ

ン
フ

ラ
整

備
( 学

校
，

女
性

開
発

セ

ン
タ
ー
，
郵
便
局
，
電
力
施
設
，
道
路

)
( 2

)  イ
ン
フ
ラ
修
理

( 給
水
施
設
の
電
源

)
( 3

)  奨
学
金
制
度

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 学
校
，

女
性

開
発

セ
ン

タ
ー
，

郵
便

局
等

C
S

R
に

よ
り

整
備

さ
れ

た
施

設
は

完
成

せ
ず

活
用

さ
れ

な
か

っ
た
。

道
路

は
，

送
油

施
設

へ
行

き
来
す
る
石
油
企
業
の
重
量
車
両
の
通
行
に
よ
り
，
修
理
が
必
要
と
な
っ
て
い
た
。

　
・

 奨
学
金
に
関
し
て
は
，
平
均
し
て
高
校
生
は

8
名

/年
，
大
学
生
は

2
名

/年
が
活
用
し
た
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 19
90

年
の
住
民
と
政
府
，
石
油
開
発
企
業
と
の
紛
争
の
際
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
住
民
が
多
数
死
亡
し
，
相
当
数
の
家
屋
が
被
害
を
受
け
て
お
り
，

企
業
と
住
民
と
の
関
係
は
悪
い
。
上
記
の
通
り
，
整
備
さ
れ
た
施
設
は
ほ
と
ん
ど
活
用
さ
れ
ず

 ，
企
業
目
的
も
果
た
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

[ そ
の
他

]
　
・

 地
域
の
人
々
を
ス
タ
ッ
フ
ま
た
は
管
理
職
と
し
て
雇
用
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

・
 こ

の
時

期
に

実
施

さ
れ

た
C

S
R
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

多
く

で
は
，

計
画
，

実
施
段
階
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
関
与
は
な
か
っ
た
。

・
 19

90
年

12
月

に
ウ

ム
エ

チ
ェ

ム
地

区
の

住
民

が
，

保
健

施
設
，

電
気
，

給
水

施
設

等
の

社
会

イ
ン

フ
ラ

を
石

油
開

発
企

業
に

求
め

た
こ

と
に

よ

り
，

住
民

と
石

油
開

発
企

業
及

び
政

府
と

の
紛

争
が

発
生

し
，

そ
の

後
，

石
油

企
業

が
ソ

ー
シ

ャ
ル

ラ
イ

セ
ン

ス
を

得
る

た
め

に
開

始
し

た
C

S
R

で
あ
る
。

A
ar

on
 a

nd
 P

at
ric

k 
20

13
, p

p.
34

8,
 3

51
C

hr
is

tia
n 

A
id

 2
00

4,
 

pp
.2

4-
26

4

ア
カ
サ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

( A
ka

ss
a 

C
om

m
un

ity
 

D
ev

el
op

m
en

t 
P

ro
je

ct
)

バ
イ
エ
ル
サ
州
ア
カ
サ

19
97

年
～

( 1
)   貧

困
削
減
：
マ
イ
ク
ロ

ク
レ
ジ
ッ
ト

( 2
)   人

材
育

成
：

ヘ
ル

ス
ポ

ス
ト

人
材

の
育

成
，

成
人

識
字

教
育
，

職
業

訓
練

( コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
，
縫
製
，
船
外
機
修
理
等

)
( 3

)   天
然

資
源

管
理
：

森
林

管
理
，

農
業

管

理
( 豆

類
の

収
量

増
大
，

食
用

カ
タ

ツ

ム
リ
の
飼
育

) ，
漁
業
管
理

( 4
)   小

規
模

イ
ン

フ
ラ

建
設
：

ヘ
ル

ス
ポ

ス

ト
，

橋
，

排
水

路
，

歩
道
，

給
水

施
設
，

校
舎
の
屋
根
修
理

)

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 制
度
，
施
設
は
活
用
さ
れ
，
更
に
こ
の
事
例
を
他
の
地
域
に
広
め
る
動
き
も
見
ら
れ
る
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 当
該

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

内
で

は
紛

争
は

記
録

さ
れ

て
い

な
い
。

な
お
，

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

範
囲

に
近

接
す

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
に

お

い
て
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
同
士
の
紛
争
が
見
ら
れ
た
。

[ 副
次
的
効
果

]
　
・

 若
者

や
女

性
を

含
め

た
関

係
者

は
，

民
主

主
義
，

責
任
，

透
明

性
，

説
明

責
任
，

平
等

と
い

う
よ

う
な

言
葉

を
使

用
す

る
よ

う
に

な
り
，

新

た
な
価
値
が
普
及
し
つ
つ
あ
る
。

・
 コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

間
の

平
等

性
に

配
慮

し
，

狭
い

範
囲

の
ホ

ス
ト

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
を

対
象

と
す

る
の

で
は

な
く
，
全

体
で

人
口

30
,0

00
人

に
も

及
ぶ

ア

カ
サ
ク
ラ
ン
の
大
部
分
を
対
象
と
し
た
。
ア
カ
サ
の
人
々
を
主
要
な
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
，石

油
企
業
は
副
次
的
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
位
置
付
け
た
。

・
 計

画
・

実
施

を
開

発
の

専
門

家
で

あ
る

N
G

O
に

委
託

し
，

N
G

O
は

計
画

段
階
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
長
期
間
滞
在
し
，
女
性
，
若
者
，
障
害
者
等
の

含
め

た
す

べ
て
の

地
域

住
民
を

巻
き

込
ん

だ
「

参
加

型
モ
デ

ル
」
に
よ
り
，

草
の
根
の
レ
ベ
ル
の
意
向
を
取
り
入
れ
計
画
策
定
を
行
っ
た
。
実
施
段
階
に

お
い
て
も
，
若
者
を
中
心
と
す
る
住
民
が

N
G

O
と
共
に
事
業
を
担
っ
た
。

・
 マ
イ
ク
ロ
ク
レ
ジ
ッ
ト
で
は
，

og
bo

と
い
う
伝
統
的
な
住
民
グ
ル
ー
プ
を

活
用
し
た
。

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
全

体
に

責
任

を
有

す
る

ア
カ

サ
ク

ラ
ン

開
発

委
員

会
と

ア

カ
サ

ク
ラ

ン
を

10
地

域
に

分
け
，

各
地

域
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
責

任
を

有
す
る
地
域
開
発
委
員
会
が
設
置
さ
れ
，
委
員
は
民
主
的
に
人
選
さ
れ
た
。

・
 開

発
資

金
を

管
理

す
る

ア
カ

サ
開

発
基

金
が

設
置

さ
れ
，

資
金

の
動

き
が

透
明
化
さ
れ
た
。

・
 保

健
省

や
地

域
保

健
局

は
ア

カ
サ

に
職

員
を

派
遣

し
，

へ
ル

ス
ポ

ス
ト

ス

タ
ッ

フ
等

の
訓

練
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

等
，

企
業
，

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
，

行
政

が
協
力
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進
め
た
。

K
ni

gh
t, 

A
la

go
a 

an
d 

K
em

ed
i 2

00
0,

 
Fr

yn
as

 2
00

5,
 

pp
.5

93
-5

94

5

イ
ボ
ム
ラ
イ
ス

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

( Ib
om

 R
ic

e 
P

ro
je

ct
)

ア
ク

ワ
・

イ
ボ

ム
州

イ

コ
ッ
ト
・
エ
ビ
ダ
ン
グ

20
01

年
～

( 1
)   人

材
育

成
( 農

場
学

校
，

精
米

所
，

農

業
技

術
セ

ン
タ

ー
，

小
規

模
家

禽
農

場

に
お
け
る
研
修

)
( 2

)   イ
ン

フ
ラ

整
備

( 精
米

所
，

農
業

技
術

セ
ン
タ
ー

)

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 米
国

企
業

が
責

任
を

持
つ

と
さ

れ
た

農
場

学
校
，

精
米

所
等

の
施

設
は
，

計
画

通
り

に
稼

働
し

な
か

っ
た

こ
と

か
ら
，

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

へ
の

便
益

は
僅

か
で

あ
っ

た
。

計
画

実
施

に
女

性
は

含
ま

れ
て

お
ら

ず
，

そ
の

後
，

女
性

の
要

望
に

よ
り

開
始

さ
れ

た
家

禽
飼

育
は

20
05

年
段

階
で
利
益
を
上
げ
る
に
至
っ
て
い
な
い
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
計

画
実

施
の

際
，
「

エ
リ

ー
ト

主
義

」
を

採
用

し
，

面
会

相
手

を
数

人
の

部
族

長
( c

hi
ef

) と
村

長
( c

ou
nc

il 
bo

ss
) の

み
と

し
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
の
参
加
を
制
限
し
た
こ
と
か
ら
，
満
足
度
に
関
す
る
聞
き
取
り
調
査
で
は

85
％
が
企
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
は

満
足

し
な

い
と

い
う

結
果

で
あ

っ
た
。

住
民

は
，

農
場

が
完

全
に

は
稼

働
し

て
い

な
い

こ
と

で
，

地
域

の
開

発
が

進
ま

な
い
こ
と
に
つ
い
て
の
不
満
を
有
す
る
。

[ そ
の
他

]
　
・

 設
立
さ
れ
た
農
場
で
は
，

5
人
か
ら

9
人
の
若
者
が
雇
用
さ
れ
た
。

・
 ア

ク
ワ
・

イ
ボ

ム
州

政
府

が
土

地
を

提
供

し
，

石
油

企
業

が
出

資
し
，

米

国
の

精
米

会
社

が
農

場
の

運
営

費
を

負
担

す
る

と
共

に
運

営
に

責
任

を
持

つ
と
い
う
こ
と
で
開
始
さ
れ
た
。

 
・

 主
な

対
象

者
は
，

地
域

の
農

家
，

失
業

中
の

若
者
，

農
業

を
学

び
た

い
学

校
の
修
了
者
と
さ
れ
た
。

・
 石

油
企

業
は
，

少
数

の
部

族
長

及
び

村
長

と
協

議
し
，

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の

参
加

を
制

限
す

る
「

エ
リ

ー
ト

主
義

」
を

採
用

し
た

こ
と

か
ら
，

地
域

開

発
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

阻
害

さ
れ

た
。

女
性

は
計

画
，

実
施

の
協

議
に

は
加

わ
っ
て
い
な
か
っ
た
。

Id
em

ud
ia

 2
00

9,
 

pp
.9

6-
10

3 次
頁
に
続
く
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坂田章吉

＊
調
査
を
行
っ
た
既
往
文
献
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
名
称
が
記
載
さ
れ
て
い
る
場
合
は
，
筆
者
に
よ
る
日
本
語
名
称
に
加
え
，
英
文
名
称
を
括
弧
内
に
記
載
し
た
。

 

番
号

名
称
＊

場
所

時
期

内
容

成
果

特
徴

( 住
民
の
関
与
等

)
文
献

6

ア
ク
ワ
・
イ
ボ
ム
小

規
模
起
業
家
育
成

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

( S
up

po
rt 

an
d 

Tr
ai

ni
ng

 
En

tre
pr

en
eu

rs
hi

p 
Pr

og
ra

m
m

e)

ア
ク

ワ
・

イ
ボ

ム
州

イ

ヌ
ア
・
エ
イ
ェ
ッ
ト

20
01

年
～

( 1
)   人

材
育
成

( 起
業
，
管
理
技
術
，
簿
記

)
( 2

)   マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
( 小

規
模

起
業

家
支
援

)

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 20
03

年
に
は

21
3
人
，

20
04

年
に
は

79
1
人
が
マ
イ
ク
ロ
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
活
用
し
た
。

　
・

 マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
を

活
用

し
た

住
民

は
満

足
し

て
い

る
一

方
，

マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
の

制
度

の
認

知
度

に
関

す
る

対
象

地
域

に
お

け

る
聞

き
取

り
調

査
で

は
約

17
%

の
住

民
の

み
が

認
知

し
て

お
り
，

住
民

に
周

知
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
，

同
制

度
を

必
要

と
す

る
貧

困
層

は
制

度
を
活
用
す
る
た
め
の
研
修
費
用
約

12
￡

相
当
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
問
題
も
見
ら
れ
た
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
計

画
実

施
の

際
，
「

エ
リ

ー
ト

主
義

」
を

採
用

し
，

面
会

相
手

を
数

人
の

部
族

長
( c

hi
ef

) と
村

長
( c

ou
nc

il 
bo

ss
) の

み
と

し
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
の
参
加
を
制
限
し
た
こ
と
か
ら
，
満
足
度
に
関
す
る
聞
き
取
り
調
査
で
は

85
％
が
企
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
は
満
足
し
な
い
と
い
う
結
果
で
あ
っ
た
。

[ そ
の
他

]
　
・

 マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
を

過
度

に
恐

れ
て
，

活
用

し
な

い
住

民
が

多
く

存
在

す
る

一
方
，

借
り

た
後

返
済

し
な

い
住

民
も

相
当

数
い

る
等
，

住
民
の
マ
イ
ク
ロ
ク
レ
ジ
ッ
ト
に
対
す
る
知
識
が
低
い
と
い
う
よ
う
な
文
化
面
の
理
解
不
足
の
問
題
が
見
ら
れ
た
。

　
・

 周
知
度
は
低
い
も
の
の
，
過
度
の
融
資
で
資
金
が
不
足
す
る
等
の
運
営
上
の
問
題
も
見
ら
れ
た
。

・
 石

油
企

業
が
，

小
規

模
起

業
支

家
援

組
織

及
び

N
G

O
と

協
力

し
て

実
施

し
た
。

・
 石

油
企

業
は

資
金

を
出

資
し
，

小
規

模
起

業
家

支
援

組
織

及
び

N
G

O
は
，

人
材

育
成

及
び

マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
全

体
の

実
施

に
責

任
を
持
ち
，
実
施
し
た
。

・
 小

規
模

起
業

家
支

援
組

織
が
，

起
業
，

管
理

技
術
，

経
理

に
つ

い
て

の
研

修
を
行
い
。
研
修
修
了
者
の
一
部
は
，
N

G
O
を
通
じ
て
マ
イ
ク
ロ
ク
レ
ジ
ッ

ト
を

活
用

し
，

ビ
ジ

ネ
ス

を
開

始
し

た
。

N
G

O
は

マ
イ

ク
ロ

ク
レ

ジ
ッ

ト
の

実
施

に
当

た
り
，

借
り

手
の

グ
ル

ー
プ

の
構

成
，

現
地

確
認

等
厳

密

な
審
査
を
実
施
し
た
。

・
 石

油
企

業
は
，

少
数

の
部

族
長

及
び

村
長

と
協

議
し
，

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の

参
加

を
制

限
す

る
「

エ
リ

ー
ト

主
義

」
を

採
用

し
た

こ
と

か
ら
，

地
域

開

発
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
阻
害
さ
れ
た
。

Id
em

ud
ia

 2
00

9,
 

pp
.9

6-
10

3

7

ア
ク
ワ
・
イ
ボ
ム

総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
( In

te
rg

ra
de

d 
C

om
m

un
ity

 
D

ev
el

op
m

en
t 

P
ro

je
ct

)

ア
ク
ワ
・
イ
ボ
ム
州

20
02

年
～

( 1
)   人

材
育

成
( 農

業
，

木
工
，

美
容
・

理

容
等
に
関
す
る
職
業
訓

練
)

( 2
)   マ

イ
ク

ロ
ク

レ
ジ

ッ
ト

( そ
れ

ら
の

分

野
に
お
け
る
小
規
模
起
業
家
支
援

)
( 3

)   イ
ン
フ
ラ
整
備

( 給
水
施
設
等

)

[ 開
発
目
的
：
施
設
・
制
度
の
活
用
度
，
利
便
性
の
向
上
，
地
域
へ
の
貢
献

]
　
・

 政
府

に
よ

る
開

発
が

限
定

的
で

あ
る

た
め
，

住
民

は
石

油
企

業
に

よ
り

整
備

さ
れ

る
イ

ン
フ

ラ
等

に
頼

っ
て

い
る
。

一
方
，

環
境

汚
染

に
よ

る
生

計
手

段
の

喪
失
，

膨
大

な
イ

ン
フ

ラ
の

不
足
，

企
業

目
的

へ
の

偏
重

に
よ

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ニ

ー
ズ

の
不

適
切

な
優

先
順

位
付

け
か

ら
，

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
小
さ
い
。

[ 企
業
目
的
：
石
油
企
業
と
の
住
民
と
の
関
係
，
紛
争
の
有
無

]
　
・

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
計

画
実

施
の

際
，
「

エ
リ

ー
ト

主
義

」
を

採
用

し
，

面
会

相
手

を
数

人
の

部
族

長
( c

hi
ef

) と
村

長
( c

ou
nc

il 
bo

ss
) の

み
と

し
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
の
参
加
を
制
限
し
た
こ
と
か
ら
，
満
足
度
に
関
す
る
聞
き
取
り
調
査
で
は

85
％
が
企
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
は
満
足
し
な
い
と
い
う
結
果
で
あ
っ
た
。

　
・

 政
府

に
よ

る
開

発
が

限
定

的
で

あ
る

た
め
，

住
民

は
石

油
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資源を産出する開発途上国においてCSR がもたらす影響の検討

(3)  計画・実施時の特徴：この時期に実施された CSR の多くで

は，計画，実施段階におけるコミュニティの関与はなく，コ

ミュニティは自身のプロジェクトではなく，石油開発企業に

よるプロジェクトであると認識していた。

4・3　ウムエチェムプロジェクト ( リバーズ州ウムエチェム ) 
(1990 年～ ) 
(1)  プロジェクト内容：インフラ整備 ( 学校，女性開発センター，

郵便局，電力施設，道路 ) ，インフラ修理 ( 給水施設の電源 ) ，

奨学金制度

(2) 成果

　  a.  開発目的：学校，女性開発センター，郵便局は完成せず，

活用されなかった。道路は重量車両の通行から修理が必要

となった。奨学金については，人数は限定されるものの活

用された。

　  b.  企業目的：上記の通り，整備された施設はほとんど活用さ

れず 12) ，1990 年に発生した紛争により悪化した石油開発

企業と住民との関係改善の記録はない。

(3)  計画・実施時の特徴：1990 年にウムエチェム地区の住民が，

保健施設，電気，給水施設等の社会インフラを石油開発企業

に求めたことにより，住民と石油開発企業及び政府との紛争

が発生し，コミュニティの住民が多数死亡し，相当数の家屋

が被害を受け，企業と住民との関係は悪かった。その後に，

石油開発企業が開始した CSR である。この時期に実施された

CSR の多くでは，計画，実施段階におけるコミュニティの関

与はなかった。

4・4　アカサプロジェクト ( バイエルサ州アカサ ) (1997 年～ ) 
(1)  プロジェクト内容：貧困削減 ( マイクロクレジット ) ，人材

育成 ( ヘルスポスト人材の育成，成人識字教育，職業訓練 

( コンピュータ，縫製，船外機修理等 ) ) ，天然資源管理 ( 森

林，農業，漁業 ) ，小規模インフラ整備 ( ヘルスポスト，橋，

排水路，歩道，給水施設の建設，校舎の屋根補修 ) 

(2) 成果

　  a.  開発目的：整備された施設，制度は活用され，このプロ

ジェクトの成功事例を他の地域に広めようとする動きも見

られる。

　  b.  企業目的：プロジェクト対象範囲外の近接するコミュニ

ティにおいてはコミュニティ同士の紛争が見られたが，対

象範囲内における紛争は記録されていない。

　  c.  副次的効果：プロジェクトの実施を通じて，若者，女性を

含む関係者が民主主義，責任，透明性，説明責任，平等と

いう言葉を使用するようになり，これらの価値が浸透した

ことが伺える。

(3)  計画・実施時の特徴：対象地域を狭い範囲のホストコミュニ

ティとするのではなく，人口 30,000 人に及ぶアカサクラン

ほぼ全体とした。また，アカサの人々を主要なステークホル

ダーと位置付け，アカサの住民代表から構成される委員会を

通して，コミュニティの意見が計画に取り入れられた。実施

段階においても，住民が一体となり，事業が行われた。なお，

計画・実施は，石油開発企業が直接実施するのではなく，開

発を専門とする NGO が参加型手法 7 を用いて実施した。保

健省や地域保健局等政府機関も協力した。

4・5　イボムライスプロジェクト ( アクワ・イボム州イコット・

エビダング ) (2001 年～ ) 
(1)  プロジェクトの内容：人材育成 ( 農場学校，精米所，農業技

術センター，小規模家禽農場における研修 ) ，インフラ整備 

( 精米所，農業技術センター ) 

(2) 成果

　  a.  開発目的：農場学校は一部しか稼働せず，コミュニティへ

の便益は僅かであった。また，計画実施に関して，当初は

女性は関与していなかった。その後，女性の要望により開

始された家禽飼育については，2005 年時点では利益を上げ

るに至っていない。

　  b.  企業目的：面会相手を地域の幹部数人のみとし，コミュニ

ティ全体は参加しなかったことから，コミュニティのニー

ズは適切に反映されず，満足度に関する聞き取り調査では，

85% が企業とコミュニティのコミュニケーションには満足

しないという結果であった (4・5，4・6，4・7 共通 ) 。

(3)  計画・実施時の特徴：プロジェクトの持続性及びオーナー

シップを醸成するために，プロジェクトマネージメントコ

ミッテイが設立されたが，石油開発企業は，少数の部族長や

自治体トップの村長と協議し，コミュニティの参加を制限す

る「エリート主義」を採用したことから，地域開発のインパ

クトは阻害された (4・5，4・6，4・7 共通 ) 。なお，本稿で

は chief を部族長，council boss を村長とする。

　   　アクワ・イボム州政府が土地を提供し，石油開発企業が出

資し，米国の精米会社が農場の運営費及び運営に責任を持つ

という 3 者の協力による計画であった。

(4)  その他：4・5，4・6，4・7 の CSR を実施したアクワ・イボ

ム州における住民からの聞き取り調査では，「もし，地域開発

が政府に委ねられ，石油開発企業により実施されない場合，

自分たちは化石時代に暮らすことになる」，「石油開発企業が

整備したインフラの量と政府が整備したインフラの量を比べ

ると，政府は地域開発の責任を石油開発企業に明け渡したと

結論付けても間違いではない。石油開発企業を政府と考えて

いる人もいる」との住民の発言が認められ 8) ，政府による地

域開発の停滞及び住民の石油開発企業への依存状況が伺える。

4・6　アクワ・イボム小規模起業家育成プロジェクト ( アクワ・

イボム州イヌア・エイェット ) (2001 年～ ) 
(1)  プロジェクト内容：人材育成 ( 起業，管理技術，簿記 ) ，マ

イクロクレジット ( 小規模起業家支援 ) 

(2) 成果

　  a.  開発目的：2003 年には 213 人，2004 年には 791 人がマイク

ロクレジットを活用した。マイクロクレジットを活用した

住民は満足している一方，マイクロクレジットの認知度に

関する現地での聞き取り調査では約 17% の住民のみが同制

度を認知しており，住民に周知されていないこと，同制度

を必要とする貧困層は制度を活用するための研修費用の約

￡12 相当を支払うことができないという問題も見られた。

　  b.  企業目的：聞き取り調査では，85% が企業とコミュニティ

のコミュニケーションには満足しないという結果であった。

(3)  計画・実施時の特徴：石油企業が，小規模起業家支援組織及

び NGO と協力して実施した。石油企業は資金を出資し，小

規模起業家支援組織及び NGO は，人材育成及びマイクロク

レジットのプログラム全体の実施に責任を持ち，実施した。

4・7　アクワ・イボム総合プロジェクト ( アクワ・イボム州 ) 
(2002 年～ ) 
(1)  プロジェクトの内容：人材育成 ( 農業，木工，美容・理容等

に関する職業訓練 ) ，マイクロクレジット ( 小規模起業家支

7  参加型手法：本稿では，チェンバース，ロバート (2000) , pp.249-30635) に
おいて PRA  (Participatory Rural Appraisal) として示される「地域住民自身
が自らの生活の知識や状況を共有し，高め，分析し，更に計画し，モニター
し，評価することを可能にする一連のアプローチや方法」に準じて，計
画段階及び準備段階において住民が積極的に関与する手法を指す。
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援 ) ，インフラ整備 ( 給水施設等 ) 

(2) 成果

　  a.  開発目的：政府による開発が限定的であるため，住民は石

油開発企業により整備されるインフラ等に頼っている。そ

の一方，環境汚染による生計手段の喪失，膨大なインフラ

の不足，企業目的への偏重によるコミュニティニーズの不

適切な優先順位付けから，プロジェクトのインパクトは小

さい。

　  b.  企業目的：政府による開発が限定的であるため，住民は石

油開発企業により整備されるインフラを歓迎するものの，

プロジェクトの企業目的への偏重，広報の重視という批判

も見られる。

(3)  計画・実施時の特徴：経済開発省が州政府を代表してプロ

ジェクトの実施を担った。

4・8　東オボロプロジェクト ( アクワ・イボム州イースタンオボ

ロ ) (2002 年～ ) 
(1)  プロジェクトの内容：人材育成，インフラ整備 ( 排水路等 ) ，

マイクロクレジット，天然資源保全

(2) 成果

　  a.  開発目的：整備された施設，制度は地域の能力強化及び経

済の発展に貢献した。インフラ整備に当たっては，建設工

事を建設会社に委託するのではなく，NGO が住民を雇用し

て実施したことから，住民は収入を得ることに加え，建設

技術も身に付けることができた。

　  b.  企業目的：計画・実施を住民参加型により行い，コミュニ

ティ間で協議を行い，コミュニティ全体における優先プロ

ジェクトを決定し，プロジェクトの対象とした。この協議

の過程を通して，コミュニティ間の良好な関係が形成され

た。一つの対象コミュニティでは，住民に対する満足度に

関する聞き取り調査において，88% の住民が石油開発企業

が出資するプロジェクト実施主体を信頼していると回答し

ている。

(3)  計画・実施時の特徴：アカサプロジェクトを参考として，開

発専門の NGO を活用し，住民参加型により実施された。各

村から選出された運営委員会メンバーが集まり，コミュニ

ティの要望を明確にし，優先順位を決定の上，開発計画を策

定し，実施段階においても事業を企業に委託するのではなく，

実施主体とコミュニティの住民とが協力して CSR を行った。

4・9　バイエルサ道路プロジェクト ( バイエルサ州イミリンギ―

オグビア，オグビア―ネンベ ) (2003 年～ ) 
(1)  プロジェクト内容：人材育成 ( ナイジャー・デルタにおける

地域開発機関である NDDC の地域マスタープラン作成能力強

化：専門家の NDDC への派遣，NDDC 職員のナイジェリア内

外の訓練機関への派遣 ) ，道路建設 ( 第 1 フェーズ ( イミリン

ギ―オグビア ) ，第 2 フェーズ ( オグビア―ネンベ ) ) 

(2) 成果

　  a.  開発目的：道路の建設によりバイエルサ州の 13 のコミュニ

ティと州都ヤネゴアが結ばれ，財，サービスの流通が可能

となった。NDDC の組織としての技術力が強化された。

　  b.  企業目的：判断可能な明確な記載はない。

(3)  計画・実施時の特徴：マスタープラン作成に関するワーク

ショップには，多くのステークホルダーが参加した。

5．地域開発 ( インフラ建設 ) に関する住民の石油開発企業への

期待度と政府への期待度の比較 

5・1　地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される各機関の割合

　調査結果全体を Table 2 にまとめ，期待される各機関の割合に

ついて，ナイジャー・デルタ地域に関する調査結果を Fig. 2 に，

ナイジャー・デルタ以外の地域に関する調査結果を Fig. 3 に示す

と共に概要を次に示す。

　ナイジャー・デルタ地域における地域開発 ( 学校，病院，給水

施設のインフラ建設 ) に関しては，政府と石油開発企業の両者に

期待すると答えた回答者が 39.5％ (17 人 ) と最も多く，次に石油

開発企業と答えた回答者が 34.9% (15 人 ) ，政府と答えた回答者

が 25.6% (11 人 ) であった (Fig. 2) 。一方，ナイジャー・デルタ以

外の地域における地域開発 ( インフラ建設 ) に関しては，政府に

期待すると答えた回答者が 62.8% (27 人 ) と最も多く，政府と石

油開発企業の両者に期待すると答えた回答者が 27.9% (12 人 ) ， 

石油開発企業に期待すると答えた回答者が最も少ない 9.3% (4

人 ) であった (Fig. 3) 。このように，ナイジャー・デルタ地域と

ナイジャー・デルタ以外の地域の間には顕著な違いがみられた。

アバカリキ及びアブジャの調査結果全体に対する，両地域に関す

る多項分布の一様性検定によると p 値は 9.3 × 10-4 であり，統計

的に 5% 水準で有意な差が認められた。一方，アバカリキ及びア

ブジャ，それぞれの調査結果に対する同検定による p 値は 0.014

及び 0.054 であり，前者については 5% 水準，後者については

10% 水準で有意な差が認められた。

　聞き取り場所のアバカリキとアブジャにおける回答に関して

は，ナイジャー・デルタ地域，ナイジャー・デルタ以外の地域共

に有意な差はみられなかった。両聞き取り場所に関する多項分布

の一様性検定によると p 値はナイジャー・デルタ地域では 0.31，

ナイジャー・デルタ以外の地域では 0.76 であった。

5・2　地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される機関毎の理由

　上記，地域開発が期待される機関についての質問の際，回答者

が選択した機関が期待される理由について確認した。期待される

機関毎に概要を次に示す。

(1)  ナイジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の地域

の両地域で政府に期待すると答えた回答者 (25.6% (11 人 ) ) 
の理由 ( 回答者の割合については Table 3 参照 ) 

　   　両地域において政府に期待すると答えた回答者は，次に示

す回答事例のように，地域開発 ( インフラ建設 ) に対しては政

府が責任を有する，石油開発企業はプライベートカンパニーで

ある，また，石油開発企業は税金を支払う義務を有する等の理

由を挙げた。

[ 回答事例 ]

　   「インフラの建設は政府の責任である」 (E-18) 。なお，各回答

に添付する番号は Table2 に示される回答の番号である。

　   「政府はインフラを建設する責任を有し，石油開発企業は税金

を支払う責任を有する」 (A-10) 

　   「石油開発企業はプライベートカンパニーなので，インフラを

建設する必要はない」 (A-14) 

(2)  ナイジャー・デルタ地域で政府及び石油企業の両者に期待し，

ナイジャー・デルタ以外の地域では政府に期待すると答えた

回答者 (13.9% (6 人 ) ) の理由

　   　政府のインフラ建設に関する責任を認める一方，石油開発

企業に期待する理由として，石油開発企業は石油から利益を

得ている，ナイジャー・デルタの土地を使用している等の

「国・地域の資産利用に対する代償」に関係する理由は 2 人で

ある。石油開発企業はナイジャー・デルタに常駐していると
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番
号

聞
取
り
場
所

地
域
開
発

( イ
ン
フ
ラ
建
設

) が
期
待
さ
れ
る
機
関

選
択
し
た
機
関
に
地
域
開
発

( イ
ン
フ
ラ
建
設

) が
期
待
さ
れ
る
理
由

石
油
開
発
企
業
に
期
待
さ
れ
る
理
由
の
分
類

ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
地
域

ナ
イ
ジ
ャ
ー

・
デ
ル
タ
以
外
の
地
域

E
-1

ア
バ
カ
リ

キ

石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
地
域
の
石
油
を
採
掘
し
て
い
る
の
で
，
同
地
域
の
開
発
に
責
任
を

有
す
る
。
雇
用
の
拡
大
，
奨
学
金
の
支
給
を
期
待
す
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-2

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府

政
府
は
石
油
を
管
理
し
て
い
る
。
石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
に
常
駐
し
，
活
動
し
て
い
る
。

石
油
開
発
企
業
は
雇
用
を
生
ん
で
い
る
。

石
油
開
発
企
業
へ
の
依
存
と
政
府
へ
の
諦
観

E
-3

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

石
油
開
発
企
業
は
，
石
油
か
ら
利
益
を
得
て
お
り
，
石
油
生
産
地
域
だ
け
で
は
な
く
，
全
国
に
お
い
て
イ
ン

フ
ラ
建
設
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-4

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府

石
油
開
発
企
業
は
石
油
か
ら
利
益
を
得
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
，
利
益
は
石
油
開
発
企
業
か
ら
政
府
に
移
動

し
て
，
政
府
は
石
油
開
発
企
業
よ
り
も
利
益
を
得
て
い
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-5

石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
石
油
生
産
に
よ
っ
て
収
益
を
上
げ
て
い
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-6

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業
は
石
油
の
直
接
的
な
受
益
者
で
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-7

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業
は
石
油
の
基
本
的
な
受
益
者
で
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-8

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
が
協
力
し
て
，
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
経
済
を
改
善
す
る
た
め
の
資
金
を
生
み
出
す
必
要

が
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-9

石
油
開
発
企
業

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

な
し

―

E
-1

0
石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業
は
石
油
か
ら
利
益
を
得
て
お
り
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
状
況
を
政
府
よ
り
も
理
解
し
て
い
る
こ
と
か
ら
望
ま
し
い
開
発
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

石
油
開
発
企
業
へ
の
依
存
と
政
府
へ
の
諦
観

E
-1

1
政
府

政
府

政
府
は
，

( ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
地
域
に
お
い
て
も

) 学
校
等
の
イ
ン
フ
ラ
を
建
設
し
て
教
育
を
提
供
す
る
義
務
が
あ
る
。

―

E
-1

2
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
及
び
石
油
企
業
の
よ
う
な
民
間
セ
ク
タ
ー
は
人
々
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
必
要
が
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-1

3
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
，
石
油
を
生
産
し
石
油
か
ら
収
益
を
上
げ
て
い
る
の
で
，
人
々
を
助
け
る
義
務
が
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-1

4
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
デ
ル
タ
地
域
か
ら
石
油
を
採
掘
し
て
い
る
の
で
，
そ
の
地
域
の
開
発
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

E
-1

5
政
府

政
府

石
油
開
発
企
業
の
目
的
は
石
油
の
採
掘
で
あ
る
。

―

E
-1

6
政
府

政
府

石
油
開
発
企
業
は
学
校
等
の
イ
ン
フ
ラ
建
設
の
責
任
は
無
く
，
政
府
が
責
任
を
有
し
，
政
府
が
社
会
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

―

E
-1

7
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
は
石
油
開
発
企
業
か
ら
税
金
を
得
て
い
て
，
ま
た
，
石
油
開
発
企
業
は
社
会
的
責
任
を
有
す
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-1

8
政
府

政
府

イ
ン
フ
ラ
の
建
設
は
政
府
の
責
任
で
あ
る
。

―

E
-1

9
政
府

政
府

( 学
校
，
病
院
，
水
道
等
の

) イ
ン
フ
ラ
建
設
は
政
府
が
対
応
す
べ
き
で
あ
る
。

―

E
-2

0
政
府

政
府

政
府
が
そ
の
よ
う
な
イ
ン
フ
ラ
の
建
設
の
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

―

E
-2

1
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

両
者
が
イ
ン
フ
ラ
の
建
設
を
す
る
必
要
が
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-2

2
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
社
会
的
責
任
を
有
す
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-2

3
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
社
会
的
責
任
を
有
す
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-2

4
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
社
会
的
責
任
を
有
す
る
の
で
，
イ
ン
フ
ラ
を
建
設
す
べ
き
で
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

E
-2

5
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
は
，
人
々
の
こ
と
を
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
政
府
は
人
々
の
要
望
に
責
任
を
有
し
，

( 石
油
開
発
企
業

) は
社
会
的
責
任
を
有
す
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

A
-1

ア
ブ
ジ
ャ

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

な
し

―

A
-2

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府

政
府
は
，
イ
ン
フ
ラ
建
設
に
関
し
て
責
任
を
有
す
る
一
方
，
石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
地
域

に
常
駐
し
て
い
る
。

石
油
開
発
企
業
へ
の
依
存
と
政
府
へ
の
諦
観

A
-3

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

政
府
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
こ
と
を
考
え
る
べ
き
で
あ
り
，
石
油
会
社
は
石
油
か
ら
の
利
益
を
得
て
お
り
，
や

は
り
，
人
々
の
こ
と
を
考
え
る
べ
で
き
で
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

A
-4

石
油
開
発
企
業

石
油
開
発
企
業

政
府
は
継
続
的
に
イ
ン
フ
ラ
を
建
設
す
る
必
要
が
あ
る
。
政
府
は
多
く
の
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
で
き
な
い
の
で

，
石
油
開
発
企
業
は
そ
れ
を
ア
シ
ス
ト
す
る
べ
き
で
あ
る
。

石
油
開
発
企
業
へ
の
依
存
と
政
府
へ
の
諦
観

A
-5

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開

発
企
業
の
両
者

政
府

は
イ

ン
フ

ラ
を

建
設

す
る

責
任

を
有

す
る

一
方
，

石
油

開
発

企
業

は
石

油
を

ナ
ジ

ェ
リ

ア
の

国
土

か
ら

入
手

し
て

い
る

た
め
，

政
府

と
石

油
開

発
企

業
双

方
が

イ
ン

フ
ラ

を
建
設
す
る
べ
き
で
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

A
-6

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府

政
府
は
イ
ン
フ
ラ
建
設
の
責
任
を
有
す
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一
方
，
石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
の
土
地
を
使
用

し
て
い
る
の
だ
か
ら
，
人
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助
け
る
必
要
が
あ
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。

国
・
地
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の
資
産
利
用
の
代
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政
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石
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政
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人
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増
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伴
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イ
ン
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を
建
設
す
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責
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有
す
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石
油
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発
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は
，
社
会
的
責
任
と

経
済
成
長
に
関
す
る
責
任
を
有
す
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

A
-8

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
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開

発
企
業
の
両
者

政
府
，

石
油

開
発

企
業

双
方

が
ナ

イ
ジ

ャ
ー
・

デ
ル

タ
地

域
か

ら
利

益
を

得
て

い
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。
ま
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ナ
イ

ジ
ャ

ー
・

デ
ル
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だ
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ナ
イ

ジ
ェ
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政
府

政
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イ
ン
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建
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す
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有
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。

―

A
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0
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府

政
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イ
ン
フ
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建
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す
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有
し
，
石
油
開
発
企
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は
税
金
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支
払
う
責
任
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有
す
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。

―

A
-1

1
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
採
掘
に
伴
う
環
境
汚
染
が
生
じ
て
お
り
，
石
油
開
発
企
業
は
イ
ン
フ
ラ
建
設
に
協
力
す
べ
き
で
あ
る
。

環
境
汚
染
の
代
償

A
-1

2
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府

政
府

は
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コ
ミ

ュ
ニ

テ
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維
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。
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ヤ
リ

テ
ィ

や
税

金
を

支
払
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域
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域
開
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を

行
う

必
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あ
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。

企
業
の
社
会
的
責
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A
-1

3
政
府

政
府

イ
ン
フ
ラ
の
建
設
は
政
府
の
義
務
で
あ
る
。

―

A
-1

4
政
府

政
府

石
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開
発

企
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は
プ

ラ
イ
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ト
カ

ン
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ニ
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で
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イ
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フ
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知
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政
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。
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政
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政
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ロ
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ラ
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ァ
ン
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入
り
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開
発
に
使
用
さ
れ
る
。

―

A
-1

6
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
地
域
に
更
に
貢
献
す
る
必
要
が
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任

A
-1

7
石
油
開
発
企
業

政
府

石
油
開
発
企
業
は
ナ
イ
ジ
ャ
ー
・
デ
ル
タ
地
域
か
ら
石
油
を
採
掘
し
，
利
益
を
得
て
い
る
こ
と
か
ら
，
地
域
に
貢
献
す
る
必
要
が
あ
る
。

国
・
地
域
の
資
産
利
用
の
代
償

A
-1

8
政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

政
府
と
石
油
開
発
企
業
の
両
者

石
油
開
発
企
業
，
政
府
双
方
が
共
に
開
発
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

企
業
の
社
会
的
責
任
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の理由は 2 人であり，回答者は，常駐している石油開発企業

を政府の代替機関と見なしている可能性が考えられ，「石油開

発企業に対する依存と政府へ諦観」に関係する理由として整

理した 8。その他に，社会的責任，地域貢献の必要性という

「企業の社会的責任」に関係する理由が 2 人みられた。

[ 回答事例 ]

　   「石油開発企業は石油から利益を得ている。その一方で，利益

は石油開発企業から政府に移動して，政府は石油開発企業よ

りも利益を得ている」 (E-4) 

　   「政府はインフラ建設の責任を有する一方，石油開発企業はナ

イジャー・デルタの土地を使用しているのだから，人々を助

ける必要がある」 (A-6) 

　   「政府はインフラ建設に関して責任を有する一方，石油開発企

業はナイジャー・デルタ地域に常駐している」 (A-2) 

　   「政府は人口増加に伴い，インフラを建設する責任を有する。

石油開発企業は，社会的責任と経済成長に関する責任を有す

る」 (A-7) 

(3)  ナイジャー・デルタ地域で石油企業に期待するものの，ナイ

ジャー・デルタ以外の地域では政府に期待すると答えた回答

者 (23.3% (10 人 ) ) の理由

　   　ナイジャー・デルタ地域で石油開発企業に期待する理由と

して，石油開発企業は ( ナイジャー・デルタ地域から ) 石油

を採掘し，利益を得ている等の「国・地域の資産利用に対す
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地域 ナイジャー・デルタ地域

地域開発を実施すること
が期待される機関

政府
政府と石油開発
企業の両者

石油開発企業 合計

ナイジャー・デルタ
以外の地域

政府 25.6% (11 人 )(1) ＊ 13.9% (6 人 )(2) 23.3% (10 人 )(3) 62.8% (27 人 )

政府と石油開発企業 
の両者

− 25.6% (11 人 )(4) 2.3% (1 人 )　 27.9% (12 人 )

石油開発企業 − − 9.3% (4 人 )(5) 9.3% (4 人 )

合計 25.6% (11 人 ) 39.5% (17 人 ) 34.9% (15 人 ) 100% (43 人 )

Table 3　 Percentage of people who expected construction of infrastructure as community development inside and outside the Niger Delta.

＊「5・2   地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される機関毎の理由」における番号

8  「石油開発企業はナイジャー・デルタに常駐している」との理由は，住民が石
油開発企業を上記のように政府代替機関と考えている場合は「石油開発企業
に対する依存と政府へ諦観」に整理され，住民が石油開発企業がナイジャー・
デルタの土地を使用していると考えている場合は「国・地域の資産利用に対
する代償」に整理される。今回の調査ではどちらであるかは明確には確認で
きなかったが，聞き取り時の感触から前者に整理した。
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資源を産出する開発途上国においてCSR がもたらす影響の検討

る代償」に関係する理由が 10 人中 5 人と多く，その 5 人の内

3 人は，石油がナイジャー・デルタの資産であることに言及し

ている。その他に，石油開発企業は社会的責任を有する，石

油開発企業は地域に貢献する義務があるという「企業の社会的

責任」に関係する理由が 4 人みられる。なお，1 人ではあるが

石油開発に伴い環境汚染が生じているとする「環境汚染の代

償」に関係する理由も見られた。

[ 回答事例 ]

　   「石油開発企業はナイジャー・デルタ地域から石油を採掘して

いるので，その地域の開発を行う必要がある」 (E-14) 

　  「石油開発企業は社会的責任を有する」 (E-22) 

　   「石油開発企業はナイジャー・デルタ地域から石油を採掘し，

利益を得ていることから，地域に貢献する必要がある」 (A-17) 

　   「石油掘削に伴う環境汚染が生じており，石油開発企業はイン

フラ建設に協力すべきである」 (A-11) 

　なお，ナイジャー・デルタ以外の地域において，政府に期待す

る理由は示されなかった。

(4)  ナイジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の地域

の両地域で政府及び石油開発企業の両者に期待すると答えた

回答者 (25.6% (11 人 ) ) の理由

　   　政府がインフラ建設に責任を有することを認める一方，石油

開発企業に期待する理由として，石油開発企業はナイジェリア

の石油から利益を得ている，政府及び石油企業双方が石油から

利益を得ているとの「国・地域の資産利用に対する代償」に関

係する理由が 4 人見られた。この内 1 人は，石油開発企業はナ

イジャー・デルタから利益を得ていることに言及してはいるが，

併せてナイジェリア全域が便益を受けるべきである旨述べてい

ることから，ナイジェリア全体の資産と理解してるものと考え

られる。この他に，「企業の社会的責任」に関係する理由が 6

人，未回答が 1 人 (A-1) であった。

[ 回答事例 ]

　   「政府，石油開発企業双方がナイジャー・デルタ地域から利益

を得ている。また，ナイジャー・デルタ地域だけではなく，ナ

イジェリア全域が石油からの便益を享受すべきである」 (A-8) 

　   「石油開発企業は，石油から利益を得ており，石油生産地域だ

けではなく，全国においてインフラ建設を行うべきである」 

(E-3) 

　   「政府はインフラを建設する責任を有する一方，石油開発企業

は石油をナイジェリアの国土から入手しているため，政府と

石油開発企業双方が施設を建設するべきである」 (A-5) 

　   「政府は石油開発企業から税金を得ていて，石油開発企業は社

会的責任を有する」 (E-17) 

　   「政府と石油開発企業が協力して，ナイジェリアの経済を改善

するための資金を生み出す必要がある。」 (E-8) 

(5)  ナイジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の地域

の両地域で石油企業に期待すると答えた回答者 (9.3% (4 人 ) ) 
の理由

　   　石油開発企業は受益者である，石油から利益を得ていると

いう「国・地域の資産利用に対する代償」に関係する理由を

2 人が挙げた。石油開発企業の方が政府よりもコミュニティ

の状況を良く理解している，政府は多くのインフラを建設で

きないので石油開発企業はそれをアシストすべきあるとする

「石油開発企業に対する依存と政府へ諦観」に関係する理由を

2 人が挙げた。

[ 回答事例 ]

　   「石油開発企業は石油の直接的な受益者である」 (E-6) 

　   「石油開発企業は石油から利益を得ており，コミュニティの状

況を政府よりも理解していることから望ましい開発を進める

ことができる」 (E-10) 

　   「政府は継続的にインフラを建設する必要がある。政府は多く

のインフラを建設できないので，石油開発企業はそれをアシ

ストすべきである」 (A-4) 

　なお，ナイジャー・デルタ地域で石油開発企業に期待し，ナイ

ジャー・デルタ以外の地域では政府及び石油開発企業の両者に期待

すると答えた回答者が 1 人みられるが，理由は示されなかった (E-9) 。

　
6. 考　　　　察

6・1　CSR における企業目的と開発目的の両者の達成について

の考察

6・1・1　企業目的と開発目的の両者の達成について

　開発目的及び企業目的の達成度の概要と正のインパクトの有無

を Table 4 に示す。

　9 件の CSR の事例に関する調査の結果，開発目的に正のイン

パクトが見られ，開発目的が達成されたと考えられる CSR は，

正のインパクトが限定的であるもの 2 件も含めると合計 6 件確認

され，その内，オガバランドプロジェクト，アカサプロジェク

ト，東オボロプロジェクトの 3 件については，企業目的にも正の

インパクトが確認された。このように開発目的と企業目的の両目

的が達成された CSR が 3 件確認できることから，必ずしも，両

目的は両立し得ない目的ではないと考えられる。

6・1・2　企業目的と開発目的の両者が達成されるための条件に

ついて

　開発目的及び企業目的共に達成されたオガバランドプロジェク

ト，アカサプロジェクト，東オボロプロジェクトの 3 件の特徴と

して，コミュニティの住民の意向を計画に組み込み，また，実施

段階においても住民が関与していることが挙げられる。この他の

特徴としては，アカサプロジェクト及び東オボロプロジェクトで

は，開発の専門性を有する NGO と連携していること，政府が関

与していることが挙げられる。これらについて次に詳述する。

(1) 計画段階及び実施段階におけるコミュニティ住民の関与

　   　これら 3 件の CSR の内，アカサプロジェクト及び同プロ

ジェクトを参考に実施された東オボロプロジェクトは，計画

段階から参加型手法が採用され，住民を巻き込み，住民の意

見を取り入れて実施された 6, 31) 。オガバランドプロジェクト

では，参加型手法は採用されなかったものの，ホストコミュ

ニティの指導者を通して住民の要望が取り入れられ，また，

住民の若者グループが実施段階で協力すると共に CSR のモニ

タリングも実施している 14) 。

　   　これらの CSR ではコミュニティの住民を巻きこみ，意見を

聞き取る過程で，その地域の特徴を把握し，その地域におい

て必要性が高い施設，制度を計画することが可能となり，こ

の過程を通してコミュニティでは整備された施設，制度に対

する住民のオーナーシップが高まったものと考えられる。こ

れにより，「2.CSR に関する既往文献のレビュー，2・3CSR

の目的の変化と成果」に示した，CSR 実施に関する課題であ

る「① (CSR を実施する石油開発企業は ) それぞれの国，地

域の特徴を把握していないこと，②受益者を計画，実施に取

り込んでいないこと ( による必要性の低い施設，制度の計画

及び整備，住民の依存体質の醸成 ) 」は改善されたとものと

推測される。

(2) 開発の専門性を有する機関との連携

　   　アカサプロジェクト及び東オボロプロジェクトでは，石油

開発企業は資金提供を行うものの，CSR の計画，実施は開発

の専門性を有する NGO に委託され実施された。CSR の計画
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実施を企業目的の達成を優先する傾向にある企業が実施する

のではなく，NGO が実施することにより，CSR が成功しな

い主要な要因とされる企業目的への偏重が抑制されたものと

考えられる。また，その他の課題である「③ ( 石油開発企業

における ) 開発人材の不足，④ CSR を実施する石油開発企業

の職員の専門性の問題」も回避されたものと考えられる。

(3) 政府機関の関与

　   　アカサプロジェクト及び東オボロプロジェクトでは，CSR

の計画，実施に関する委員会に政府メンバーが含まれている

ことから，政府の開発計画との整合性が取られた。これによ

り，CSR 実施に関する課題である「⑤ CSR と地域全体の開

発計画との調整に関する問題」も回避されたものと考えらえ

る。

6・2　CSR の実施による，地域開発 ( インフラ建設 ) に対する石

油開発企業への期待及び政府への圧力の低減に関する影響の考察

6・2・1　ナイジャー・デルタ地域とナイジャー・デルタ以外の

地域における地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される機関の割合

について

　CSR による地域開発が石油開発企業への期待を高め，政府へ

の圧力の低減に影響しているかどうか確認するにあたり，ナイ

ジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の地域に関し

て，地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される機関の割合について

検討した。

　地域開発 ( インフラ建設 ) について，「石油開発企業に期待す

る」という回答は，ナイジャー・デルタ地域に関しては 34.9% 

(15 人 ) と比較的多いが，ナイジャー・デルタ以外の地域に関し

ては 9.3% (4 人 ) と少ない。一方，「政府に期待する」という回答

は，ナイジャー・デルタ地域に関しては 25.6% (11 人 ) であるが，

ナイジャー・デルタ以外の地域に関しては 62.8% (27 人 ) と多い。

なお，ナイジャー・デルタ以外の地域で政府に期待すると答え

た回答者 27 人 (62.8%) の内 10 人はナイジャー・デルタ地域に関

しては石油開発企業に，6 人は政府及び石油開発企業の両者に期

待すると回答し，半数以上の 16 人はナイジャー・デルタ地域で

は，政府のみに期待しているのでは無いことが分かる (Table 3) 。 

「政府と石油開発企業の両者に期待する」という回答は，ナイ

ジャー・デルタ地域に関しては 39.5% (17 人 ) とやや多く，ナイ

ジャー・デルタ以外の地域に関しても 27.9% (12 人 ) である。ナ

イジャー・デルタ地域においては，「石油開発企業に期待する」

及び「政府と石油開発企業の両者に期待する」との回答の合計は

74.4% (32 人 ) に及ぶ。

　このように，ナイジャー・デルタ地域に関しては，ナイ

ジャー・デルタ以外の地域に比べ，地域開発 ( インフラ建設 ) 

について，石油開発企業に対する期待が高い傾向が読み取れる 

(Fig. 4) 。

　一方，ナイジャー・デルタ以外の地域では，上記のとおり，政

府に期待するいう回答が過半数の 62.8% (27 人 ) と多数を占める

ものの，「石油開発企業に期待する」と「政府と石油開発企業の

両者に期待する」との回答の合計は 37.2% (16 人 ) に及ぶ。地域

開発は本来は政府の役割であることを考慮すると，ナイジャー・

デルタ以外の地域においても，石油開発企業への期待は相当程度

存在するものと考えることができる。

6・2・2　地域開発 ( インフラ建設 ) に対して石油開発企業が期

待される理由について

　CSR による地域開発が石油開発企業への期待を高め，政府へ

の圧力の低減に影響しているかどうかを確認するために，石油開

発企業が期待される理由を分類した上で，ナイジャー・デルタ地

域及びナイジャー・デルタ以外の地域に関して，それぞれの理由

を検討する。

(1)  地域開発 ( インフラ建設 ) に対して石油開発企業が期待され

る理由の分類

　   　「5・2 地域開発 ( インフラ建設 ) が期待される機関毎の理

由」に示したように，石油開発企業が期待される理由は，

番号 プロジェクト名

開発目的 企業目的

プロジェクトで整備された施設・制度の活用
利便性の向上，地域への貢献

石油開発企業と住民との関係，紛争の有無

内容
正の

インパクト
内容

正の
インパクト

1 オガバランド
プロジェクト

整備された施設・制度は活用された。 有り
紛争は数回発生したが，いずれも話し合いにより短
期間に解決しており，企業とコミュニティは概ね良
好な関係を維持している。

有り

2 オゴニプロ
ジェクト

整備された給水施設は活用されなかった。 無し
1993 年のオゴニ生存運動を巡る紛争があり，コミュ
ニティと政府の関係は悪い。施設は使用されず，企
業目的には貢献しない。

無し

3 ウムエチェム
プロジェクト

整備された施設の多くは活用されなかった。 無し
1990 年のコミュニティと政府，石油開発企業との紛
争により，コミュニティと政府の関係は悪い。施設
は使用されず，企業目的には貢献しない。

無し

4 アカサ
プロジェクト

整備された施設・制度は活用された。 有り 対象地域では紛争は記録されていない。 有り

5 イボムライス
プロジェクト

整備された農場学校は一部しか稼働せず，コミュニ
ティへの便益は僅かであった。

無し
コミュニティは企業とコミュニケーションに満足し
ていない。

無し

6
アクワ・イボム
小規模企業家育成
プロジェクト

整備されたマイクロクレジットは活用されたもの
の，需要は満たさなかった。

有り
( 限定的 )

コミュニティは企業とコミュニケーションに満足し
ていない。マイクロクレジットを活用した住民は満
足しているが，十分には周知されていない。

無し

7 アクワ・イボム
総合プロジェクト

プロジェクトのインパクトは小さいものの，人々は
プロジェクトで整備された施設・制度に頼っている。

有り
( 限定的 )

コミュニティは企業とコミュニケーションに満足し
ていない。コミュニティは整備されたインフラを歓
迎するものの，企業目的への偏重，広報重視との批
判もある。

無し

8 東オボロ
プロジェクト

整備された施設・制度は地域の能力強化，経済発展
に活用された。

有り
コミュニティ間の関係は良好である。企業が出資す
るプロジェクト実施機関への信頼度も高い。

有り

9 バイエルサ
道路プロジェクト

整備された道路は，コミュニティ間の流通を可能に
し，住民の利便性の向上に貢献した。NDDC の能力
強化が行われた。

有り
判断可能な記録は見れない。( 地域マスタープラン
作成時のワークショップへ多くのスタークホルダー
が参加した )

不明
( 情報無し )

Table 4　 Results of CSR development purpose and corporate purpose in the Niger Delta.

Vol.136, No.12, 2020



© 2020 The Mining and Materials Processing Institute of Japan
171

http://doi.org/10.2473/journalofmmij.136.159

資源を産出する開発途上国においてCSR がもたらす影響の検討

「国・地域の資産利用に対する代償」，「環境汚染の代償」，「石

油開発企業に対する依存と政府へ諦観」，「企業の社会責任」

の 4 種類に分類することができる。

　   　この内，「国・地域の資産利用に対する代償」及び「環境汚

染の代償」は石油採掘の代償に対する回答者の期待に関係す

る。一方，「石油開発企業に対する依存と政府へ諦観」は，石

油開発企業がより良く，また，より多く地域開発を実施してき

たと感じる CSR の経験に起因する可能性が考えられる。なお，

「企業の社会的責任」は回答者の企業の役割に対する考え方に

起因する理由である。

(2) 地域開発 ( インフラ建設 ) に対して石油開発企業が期待され

る理由の検討

　   　全回答者 43 人の内，ナイジャー・デルタ地域では政府と石

油開発企業の両者に期待し，ナイジャー・デルタ以外の地域

では政府に期待する回答者 6 人 (2) ，ナイジャー・デルタ地

域では石油開発企業に期待し，ナイジャー・デルタ以外の地

域では政府に期待する回答者 10 人 (3) ，ナイジャー・デルタ

地域及びナイジャー・デルタ以外の両地域で政府と石油開発

企業の両者に期待する回答者 10 人 9 (4) ，ナイジャー・デル

タ地域及びナイジャー・デルタ以外の両地域で石油開発企業

に期待する回答者 4 人 (5) ，の合計 30 人が挙げた，石油開発

企業が期待される理由について検討した。なお，各回答の後

に添付する (2) ～ (5) の番号は，「5・2 地域開発 ( インフラ建

設 ) が期待される機関毎の理由」における番号である。

　   　この内， (2) 及び (3) には，①ナイジャー・デルタ地域に限っ

て石油開発企業が期待される理由， (4) 及び (5) には，②ナイ

ジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の両地域に

関して石油開発企業が期待される理由が示される。検討した

結果を Table 5 に示すと共に，それぞれの理由を次に示す。

① ナイジャー・デルタ地域に限って地域開発 ( インフラ建設 ) に
対して石油開発企業が期待される理由 ( (2) 及び (3) ) 

　 　16 人が挙げた理由の内訳は，「国・地域の資産利用に対する

代償」が 7 人 (43.8%) ，「環境汚染の代償」が 1 人 (6.2%) ，「石

油開発企業に対する依存と政府へ諦観」が 2 人 (12.5%) ，「企

業の社会的責任」が 6 人 (37.5%) であった。

② ナイジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の両地域

の地域開発 ( インフラ建設 ) に対して石油開発企業が期待され

る理由 ( (4) 及び (5) ) 
　 　14 人が挙げた理由の内訳は「国・地域の資産利用に対する

代償」が 6 人 (42.9%) ，「石油開発企業に対する依存と政府へ

諦観」が 2 人 (14.2%) ，「企業の社会的責任」が 6 人 (42.9%) で

あった。

　上記のとおり，4 種類の理由に関して，①と②との間には大きな

9  「ナイジャー・デルタ地域及びナイジャー・デルタ以外の地域の両地域で政府
と石油開発企業の両者に期待する回答者 (4) 」の回答者 11 人の内，理由を回
答しなかった 1 人を除いた 10 人である。

Fig.4　 Comparison of entities expected to construct infrastructure as community development inside and 
outside the Niger Delta.

＊無回答者１名を除いた人数

石油開発企業に

期待する範囲

本 文「 ５・ ２ 
地域開発 ( イン

フラ建設 ) が期

待される機関

毎の理由」に

示す番号

インフラ建設 ( 地域開発 ) が期待される機関

国・地域の

資産利用に

対する代償 
( 人 )

環境汚染の

代償 ( 人 )

石油開発企

業への依存

と政府への

諦観 ( 人 )

企業の社会

的責任 ( 人 )
合計 
( 人 )ナイジャー・デルタ

地域

ナイジャー・デルタ

以外の地域

①ナイジャー・デルタ

地域に限って石油開発

企業に期待する理由

( ２) 政府と石油開発企業

の両者
政府 2 2 2 6 

( ３) 石油開発企業 政府 5 1 4 10 
小計 7 (43.8%) 1 (6.2%) 2 (12.5%) 6 (37.5%) 16 (100%)

②ナイジャー・デルタ

地域及びナイジャー・

デルタ以外の地域の両

地域に関して石油開発

企業に期待する理由

( ４) 政府と石油開発企業

の両者

政府と石油開発企業

の両者
4 6 10＊

( ５) 石油開発企業 石油開発企業 2 2 4 

小計 6 (42.9%) 2 (14.2%) 6 (42.9%) 14 (100%)

合計 13 (43.4%) 1 (3.3%) 4 (13.3%) 12 (40.0%) 30 (100%)

Table 5　 Analysis of the reason that oil development companies were expected to construct infrastructure as community development.
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坂田章吉

違いは認められず，いずれにおいても，「国・地域の資産利用に対

する代償」と「企業の社会的責任」に関係する理由が主体であり，

CSR による地域開発に関係すると考えられる「石油開発企業に対

する依存と政府へ諦観」に関する理由は少数であった。このため，

政府に対する地域開発の圧力の低減につながる石油開発企業への

期待には，CSR による地域開発の影響が一部はあるとしても，主

要な要因は人々の石油開発企業による石油及び土地という国，地

域の資産を利用しての石油採掘の代償に対する期待と企業は社会

的責任を有するという企業に対する考え方である可能性が考えら

れた。なお，石油開発企業は石油という国・地域の資産の利用に

関して，税，ロイヤリティを政府に収めており，政府がその資金

を活用して開発を行う責任を有することから，本来，石油開発企

業は石油採掘の代償として地域開発を行う必要はない。しかしな

がら，実際には，石油収益からの地域開発への政府支出は限定さ

れ，特にナイジャー・デルタ地域においては，地域開発が遅れて

いる 36, 37, 38) 。この地域開発の遅れが，コミュニティが石油開発

企業に対してナイジェリアまたはナイジャー・デルタの石油，土

地という資産の利用の代償としての地域開発を期待することに影

響していると考えられる。また，ナイジャー・デルタ地域におけ

る開発の遅れは，ナイジャー・デルタ地域に関して石油開発企業

に対する期待が高いことに影響している可能性が考えられる。

　このように，4 種類の理由に関しては，①と②との間には大き

な違いは認められないものの，その内の 1 つの「国・地域の資産

利用に対する代償」の内容を分析すると，①ナイジャー・デルタ

地域に限って石油開発企業に期待する回答者 7 人の内 4 人 (E-1，

E-14，A-6，A-17) は，石油及び土地はナイジェリア全体の資産で

はなく，石油開発地域であるナイジャー・デルタ地域の資産であ

ることに言及している。一方，②ナイジャー・デルタ地域及びナイ

ジャー・デルタ以外の両地域に対して石油開発企業に期待する回

答者にはそのような意見は見られない。このため，ナイジャー・デ

ルタ以外の地域に比べて，ナイジャー・デルタ地域において石油

開発企業に対する期待が高い要因には，ナイジャー・デルタにお

いて政府による開発が遅れていることと石油採掘において使用す

る石油及び土地は国の資産というよりもナイジャー・デルタ地域の

資産であるとする人々の考えが関係している可能性が考えられた。

7．ま　と　め

　本稿では，ナイジャー・デルタ地域における CSR を対象事例

として，企業は企業目的を優先し，開発目的と企業目的の両方を

達成できないのか，また，CSR による地域開発が住民の期待を

高め，それが政府の地域開発に対する圧力を低減しているのかに

ついて，検討を行った。

　その結果，ナイジャー・デルタで行われた CSR の中には，住

民を計画，実施に取り込み，開発の専門性を有する NGO 及び本

来地域開発に責任を有する政府と連携することにより，開発目的

と企業目的の両方を達成したオガバランドプロジェクト，アカサ

プロジェクト，東オボロプロジェクトの事例が存在することか

ら，上記の一定の条件を満たした場合は，CSR において開発目

的と企業目的とは両立し得ない目的ではないと考えられた。

　地域開発に対して石油開発企業が期待される理由を分析したと

ころ，政府に対する地域開発の圧力の低減につながる石油開発企

業への期待の要因としては石油開発企業の CSR による地域開発

の影響は限定的であり，主要な要因は人々の石油開発企業による

石油及び土地という国・地域の資産を利用しての石油採掘の代償

に対する期待，企業は社会的責任を有するという企業に対する考

え方及び政府による地域開発の停滞である可能性が考えられた。

　また，ナイジャー・デルタ地域では，それ以外の地域に比べ

て，石油開発企業に対する地域開発への期待が高い傾向があり，

特にナイジャー・デルタにおいて開発が遅れていることに加え，

石油開発企業が使用する石油及び土地は，国の資産というよりは

ナイジャー・デルタの資産であるとする人々の考えが影響してい

る可能性が考えられた。

　なお，住民に対する聞き取り調査は，現地の治安上の問題を考

慮し，調査可能な範囲で実施したことから，調査数及び対象者の

抽出方法に課題がある。今後，治安上の問題を考慮しつつも調査

数を増加させ，また，より適正な抽出方法による調査を行い，研

究精度を高めて行きたい。
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